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浅野衆議院議員（以下、浅野）　2024年は、お正月から能登半
島地震や航空機事故が発生し、試練のスタートとなった
年でした。また、政界では都知事選挙や衆議院総選挙な
どの大型選挙が続き、主要政党の党首も一斉に代替わり
した年でした。また、ドジャース大谷選手の大活躍やトラ
ンプ氏の再選なども記憶に新しい出来事でした。改めて
一年を振り返り、知事としてや私生活で印象的だったこ
とを教えてください。

大井川茨城県知事（以下、大井川）　昨年を振り返りますと、元
日の能登半島地震など大変な年明けとなり、被災地支援

に加え、防災・減災対策の強化にいち早く取り組みまし
た。また、先の衆議院議員総選挙では、国民民主党が躍
進され、我が国の政策運営に変化が生まれるとともに、
トランプ氏が再選した米国大統領選挙は、激動する世界
情勢を象徴する出来事となりました。

　　　　加えて、我が国では「2024年問題」がクローズアップ
され、急激な人口減少に伴う人手不足の影響が様々な場
面で顕在化するなど、私たちを取り巻く社会情勢は急激
に変化しており、乗り越えなければならない課題も山積
しています。

　　　　私は知事就任以来、この激動の時代の到来を見据え、
加速度的に進む人口減少による危機を乗り越えていくた
め、本県経済の活性化をはじめとした施策に果敢に挑戦
してまいりました。

　　　　その結果、昨年公表された2021年度の県民経済計算
の推計結果において本県の経済成長率は国を大幅に上回

り、１人当たり県民所得は過去最高の全国第３位となりま
した。

　　　　また、県外企業立地件数は７年連続で全国第１位と
なったほか、総務省の人口動態調査では、過去５年間に
わたり外国人を含めた人口の「社会増加数」、「増加率」
ともに全国上位で推移するなど、本県が人口減少に打ち
勝つための重要な成果が次々と表れております。

　　　　こうした本県の飛躍的な成長は、ドジャース大谷選手
の活躍のように、本県にとって明るい話題となりました。

浅野　　ありがとうございます。大井川知事は、2017年の就任
当時から「前例にとらわれないこと、スピード感を持つこ
と、果敢に挑戦する姿勢を持つこと」にこだわって県政の
舵取りをされてきましたが、改めて近年の茨城県の変化
をみると、経済産業分野で伸長している印象を強く感じ
させていただきました。特に、茨城県の１人当たり県民所
得が、東京都と愛知県に次ぐ全国３位となった事は、公
表された当時から大きな話題になりました。主な要因に
ついて話を聞くと、最近県内に移転してきた企業が多く、
特に製造業が所得を押し上げているそうです。今後、よ
り幅広い業種で賃上げを継続させていけるよう、サプラ
イチェーン全体の適正な価格転嫁や、多重下請け構造の
改善が必要になると感じています。

浅野　　続いて、人口減少問題についても伺いたいと思います。
全国的に人口は減少して2024年の出生数は全国で70万

人を下回るのではないかとも言われています。一方、近
年の移住ブームの中で、茨城県の世帯数は増加している
傾向にあるようです。県内では自治体毎に人口減少対策
事業が展開されていますが、茨城県としての直近の取り
組み内容や今後の課題観について教えてください。

大井川　　先ほど申し上げましたとおり、総務省の人口動態調査
では、「社会増加数」、「増加率」が全国上位で推移し、
東京都や大阪府などの大都市圏に次ぐ社会増が定着しつ
つあり、これまで人口減少対策を最重要課題として、強
い危機感を持って、経済の活性化などに先手先手で取組
んできた成果が功を奏したものと考えております。一
方、出生数は初めて80万人を割った2022年からわずか
２年で70万人割れとなる試算が公表されるなど、憂慮す
べき状況にあります。本県では、ＡＩマッチングの導入に
よる結婚支援で、交際件数が２年間で３倍になるなど成
果も上げておりますが、結婚や出産は個人の価値観や人
生観によるものであり、世界各国でも出生率の向上がま
まならないことから、政策による対応には自ずと限界も
あるものと考えております。

　　　　このため、私は、人口の「社会増」の拡大に焦点を当
て、国内外から「茨城に住みたい、住み続けたい」人が大
いに増える「選ばれる茨城」づくりに向けた施策に全力で
取り組んでまいります。

　　　　具体的には、生産性の更なる向上など経済力の強化
や、医療や福祉など社会インフラの充実に取り組むとと
もに、優秀な外国人材の確保・育成や生活・教育環境の
整備にスピード感を持って取り組むなど、多様な人材の
活躍を促進することにより、人口減少時代を乗り越え、本
県の将来にわたる発展を実現してまいります。

浅野　　最近知ったのですが、2023年度の茨城県内への移住
相談件数が約4,800件と３年連続で増加し、過去最多と
なりました。コロナ禍を経て、地方への移住希望者が増
加している中、「社会増」への挑戦をぜひ結実させて欲し
いと思います。

浅野　　その流れの中で、「県北活性化」についても知事のお
考えを教えてください。茨城県として、県北活性化のた
めに行っている施策について伺いたいと思います。知事
は「活力があり、県民が日本一幸せな県」をめざされてい
ますが、「幸せ」の感じ方は個人で異なる為、評価が難し

　2025年新春特別企画として、本年も１月20日に大井川和彦　茨城県知事との特別対談を実施
させていただきました。対談では、人口減少、茨城県の将来、「103万円の壁」の引上げ等について
取り組んだ2024年を振り返り、今後のまちづくりの展望についての思いを語っていただきました。

2024年の振り返って

経済活性化施策に挑戦
1人当たり県民所得は全国第３位に

いとも感じます。知事は、県民にとっての「幸せ」をどの
ように捉えていますか。また、県北活性化に向けた、これ
までの取組み実績や今後の課題なども踏まえて教えてく
ださい。

大井川　　「幸せ」の感じ方は個人の価値観によりますが、本県で
は「県民が未来に希望を持ち、自身のなりたい自分像に
向けて挑戦し続けられる」ことを「幸せ」と捉え、県民一
人ひとりの「幸せ」を実現できる環境の整備・充実に取り
組んでおります。

　　　　中でも、県北地域の活性化に向け、「仕事づくり、にぎ
わいづくり、人づくり」を柱に、県民の皆様の意欲ある挑
戦を積極的に後押ししております。

　　　　その結果、成長分野への進出を目指す企業連携体の年
間受注額は３年間で５倍に、付加価値の高い有機農業の
モデル団地は４年間で５倍に拡大したほか、「常陸国ロン
グトレイル」の来訪者は去る10月末時点で2023年度を
上回る４万８千人となるなど交流人口が拡大するととも
に、起業・複業型地域おこし協力隊員28名の起業が実現
し、うち任期が終了した７名全員が県北地域に定住して
おります。

　　　　今後も、人口減少や少子高齢化の更なる進展が見込ま
れますが、県北地域の強みを最大限に活かし、他地域と
の差別化を図りながら、ものづくり企業の販路開拓支援
や茨城港日立港区の脱炭素化による競争力強化、儲かる
農林水産業の実現、国内外からの誘客促進などに力を入
れてまいります。

　　　　併せて、日立製作所と日立市との協働による「共創プ
ロジェクト」の着実な推進を支援するなど、意欲ある主
体的な地域づくりを積極的に応援してまいります。

　　　　こうした取組を通じ、県北地域が県全体の発展を牽引
する「活力があり、持続可能な地域」となることをめざし
てまいります。

浅野　　交流人口も定住人口も、その人数を増やすためには、
経済と文化の両面での取組はとても重要だと思います
し、現在、その両方での取組が行なわれていることを
もっと多くの人々に知ってもらうこと、協力してもらう機
運を醸成することも大切だと感じました。特に、昨年から
本格的にスタートした日立市と日立製作所による共創プ
ロジェクトには、最近ますます大きな期待が寄せられて
います。私も積極的に関わっていきたいと思っています
ので、ぜひ連携させて下さい。

浅野　　昨年の総選挙が終わった直後から、国民民主党が掲げ
たいわゆる手取りを増やすための「103万円の壁」の引上
げに、多くのご注目をいただいています。現在（12月時
点）は、自民党及び公明党との政策協議が進んでいる状
況ですが、本施策に対する知事の見解・期待や、手取りを
増やすために、茨城県の行政として取り組んでいる内容
があれば教えてください。

大井川　　「103万円の壁」の引上げについては、手取りを増や
し、「働き控え」の解消を目指そうとするものであり、経
済の好循環を実現する上で、大変重要な論点でありま
す。踏み込んだ議論がなされ、時代の変化に対応した制
度の見直しが進展することを期待しております。

　　　　一方、所得税の非課税枠を103万円から178万円まで
引き上げた場合、例えば、県の個人県民税は約３分の１
の減収に相当する約390億円の減収となるなど、県と県
内市町村全体で約1,220億円の減収が見込まれます。こ
れは、現行の行政サービス水準の維持が困難となる程の
規模ですので、地方財政に影響を及ぼすことがないよ
う、慎重な議論を切に要望いたします。

　　　　私としましても、本県が将来にわたり豊かで経済力の
ある社会を構築していくためには、適切な価格転嫁、賃
金上昇、消費拡大という経済の好循環により本県経済の
成長を確かなものとしていくことが何より重要であると
考えております。

　　　　このため、最低賃金を含めた賃金水準の引上げについ
て、経済団体、労働団体など関係者の皆様に直接働きか
けを行うとともに、産業の収益力を高めるため、利益率
の高い職場を創出するための戦略的な企業誘致や儲かる
農林水産業の実現、海外の力を取り込むための企業の海
外展開支援などを加速しております。

　　　　引続き、持続的な賃上げにより経済が好循環する環境
づくりや、本県産業の収益力の向上に向け、全力で取り
組んでまいります。

浅野　　ありがとうございます。知事がおっしゃるように、103
万円の壁の引き上げは、手取りを増やす以外にも、働き
控えの改善を通じた地方の労働力確保や、消費行動の活
性化による地域経済への影響も期待できるものです。ご
指摘いただいた地方財政への影響にも十分留意しなが
ら、今後の協議に対応したいと思います。

浅野　　最後になりますが、2025年に向けて知事やご自身の抱
負を教えてください。

大井川　　本年は、今まさに右肩上がりの成長を続ける本県が、
持てる潜在能力を更に発揮し、将来にわたる力強い発展
を実現できるよう、本県の変革をリードしていきたいと考
えております。

　　　　このため、引き続き、本県経済の成長を加速させ、
様々な困難にも耐え得る豊かで経済力のある社会を構築
することにより、安心安全につながる生活基盤の充実に
取り組むとともに、人口減少時代には一人ひとりの「人
財」の活躍がより一層重要となりますので、多くの人々を
惹きつけ、多様な人材が活躍する社会の実現に力を入れ
て取り組んでまいります。

　　　　今後も急激な人口減少をはじめ、激動する国際情勢な
ど、未曽有の変化が続いていくことが見込まれますが、
私は、こうした激動の時代こそ、イノベーションにつなが
る様々なチャンスが広がっていると考えております。

　　　　茨城の可能性は無限大ですので、本年も、県民の皆様
とともに、変化を恐れず、一歩踏み出す勇気を持ち、新し
いことに果敢に挑戦していくことで、本県の潜在能力を
更に大きく花開かせ、輝かしい未来を切り拓いていきた
いと考えております。

浅野　　知事のそのポジティブな姿勢と今後のご活動には今年
も期待申し上げます。本日はお忙しい中、お話を聞かせて
いただきありがとうございました。今後ともよろしくお願
いいたします。

変化を恐れず
新しいことに果敢に挑戦していく

大
井
川
和
彦

茨
城
県
知
事

浅
野
さ
と
し

衆
議
院
議
員

特  別
対  談



- 2 -

浅野衆議院議員（以下、浅野）　2024年は、お正月から能登半
島地震や航空機事故が発生し、試練のスタートとなった
年でした。また、政界では都知事選挙や衆議院総選挙な
どの大型選挙が続き、主要政党の党首も一斉に代替わり
した年でした。また、ドジャース大谷選手の大活躍やトラ
ンプ氏の再選なども記憶に新しい出来事でした。改めて
一年を振り返り、知事としてや私生活で印象的だったこ
とを教えてください。

大井川茨城県知事（以下、大井川）　昨年を振り返りますと、元
日の能登半島地震など大変な年明けとなり、被災地支援

に加え、防災・減災対策の強化にいち早く取り組みまし
た。また、先の衆議院議員総選挙では、国民民主党が躍
進され、我が国の政策運営に変化が生まれるとともに、
トランプ氏が再選した米国大統領選挙は、激動する世界
情勢を象徴する出来事となりました。

　　　　加えて、我が国では「2024年問題」がクローズアップ
され、急激な人口減少に伴う人手不足の影響が様々な場
面で顕在化するなど、私たちを取り巻く社会情勢は急激
に変化しており、乗り越えなければならない課題も山積
しています。

　　　　私は知事就任以来、この激動の時代の到来を見据え、
加速度的に進む人口減少による危機を乗り越えていくた
め、本県経済の活性化をはじめとした施策に果敢に挑戦
してまいりました。

　　　　その結果、昨年公表された2021年度の県民経済計算
の推計結果において本県の経済成長率は国を大幅に上回

り、１人当たり県民所得は過去最高の全国第３位となりま
した。

　　　　また、県外企業立地件数は７年連続で全国第１位と
なったほか、総務省の人口動態調査では、過去５年間に
わたり外国人を含めた人口の「社会増加数」、「増加率」
ともに全国上位で推移するなど、本県が人口減少に打ち
勝つための重要な成果が次々と表れております。

　　　　こうした本県の飛躍的な成長は、ドジャース大谷選手
の活躍のように、本県にとって明るい話題となりました。

浅野　　ありがとうございます。大井川知事は、2017年の就任
当時から「前例にとらわれないこと、スピード感を持つこ
と、果敢に挑戦する姿勢を持つこと」にこだわって県政の
舵取りをされてきましたが、改めて近年の茨城県の変化
をみると、経済産業分野で伸長している印象を強く感じ
させていただきました。特に、茨城県の１人当たり県民所
得が、東京都と愛知県に次ぐ全国３位となった事は、公
表された当時から大きな話題になりました。主な要因に
ついて話を聞くと、最近県内に移転してきた企業が多く、
特に製造業が所得を押し上げているそうです。今後、よ
り幅広い業種で賃上げを継続させていけるよう、サプラ
イチェーン全体の適正な価格転嫁や、多重下請け構造の
改善が必要になると感じています。

浅野　　続いて、人口減少問題についても伺いたいと思います。
全国的に人口は減少して2024年の出生数は全国で70万

人を下回るのではないかとも言われています。一方、近
年の移住ブームの中で、茨城県の世帯数は増加している
傾向にあるようです。県内では自治体毎に人口減少対策
事業が展開されていますが、茨城県としての直近の取り
組み内容や今後の課題観について教えてください。

大井川　　先ほど申し上げましたとおり、総務省の人口動態調査
では、「社会増加数」、「増加率」が全国上位で推移し、
東京都や大阪府などの大都市圏に次ぐ社会増が定着しつ
つあり、これまで人口減少対策を最重要課題として、強
い危機感を持って、経済の活性化などに先手先手で取組
んできた成果が功を奏したものと考えております。一
方、出生数は初めて80万人を割った2022年からわずか
２年で70万人割れとなる試算が公表されるなど、憂慮す
べき状況にあります。本県では、ＡＩマッチングの導入に
よる結婚支援で、交際件数が２年間で３倍になるなど成
果も上げておりますが、結婚や出産は個人の価値観や人
生観によるものであり、世界各国でも出生率の向上がま
まならないことから、政策による対応には自ずと限界も
あるものと考えております。

　　　　このため、私は、人口の「社会増」の拡大に焦点を当
て、国内外から「茨城に住みたい、住み続けたい」人が大
いに増える「選ばれる茨城」づくりに向けた施策に全力で
取り組んでまいります。

　　　　具体的には、生産性の更なる向上など経済力の強化
や、医療や福祉など社会インフラの充実に取り組むとと
もに、優秀な外国人材の確保・育成や生活・教育環境の
整備にスピード感を持って取り組むなど、多様な人材の
活躍を促進することにより、人口減少時代を乗り越え、本
県の将来にわたる発展を実現してまいります。

浅野　　最近知ったのですが、2023年度の茨城県内への移住
相談件数が約4,800件と３年連続で増加し、過去最多と
なりました。コロナ禍を経て、地方への移住希望者が増
加している中、「社会増」への挑戦をぜひ結実させて欲し
いと思います。

浅野　　その流れの中で、「県北活性化」についても知事のお
考えを教えてください。茨城県として、県北活性化のた
めに行っている施策について伺いたいと思います。知事
は「活力があり、県民が日本一幸せな県」をめざされてい
ますが、「幸せ」の感じ方は個人で異なる為、評価が難し

いとも感じます。知事は、県民にとっての「幸せ」をどの
ように捉えていますか。また、県北活性化に向けた、これ
までの取組み実績や今後の課題なども踏まえて教えてく
ださい。

大井川　　「幸せ」の感じ方は個人の価値観によりますが、本県で
は「県民が未来に希望を持ち、自身のなりたい自分像に
向けて挑戦し続けられる」ことを「幸せ」と捉え、県民一
人ひとりの「幸せ」を実現できる環境の整備・充実に取り
組んでおります。

　　　　中でも、県北地域の活性化に向け、「仕事づくり、にぎ
わいづくり、人づくり」を柱に、県民の皆様の意欲ある挑
戦を積極的に後押ししております。

　　　　その結果、成長分野への進出を目指す企業連携体の年
間受注額は３年間で５倍に、付加価値の高い有機農業の
モデル団地は４年間で５倍に拡大したほか、「常陸国ロン
グトレイル」の来訪者は去る10月末時点で2023年度を
上回る４万８千人となるなど交流人口が拡大するととも
に、起業・複業型地域おこし協力隊員28名の起業が実現
し、うち任期が終了した７名全員が県北地域に定住して
おります。

　　　　今後も、人口減少や少子高齢化の更なる進展が見込ま
れますが、県北地域の強みを最大限に活かし、他地域と
の差別化を図りながら、ものづくり企業の販路開拓支援
や茨城港日立港区の脱炭素化による競争力強化、儲かる
農林水産業の実現、国内外からの誘客促進などに力を入
れてまいります。

　　　　併せて、日立製作所と日立市との協働による「共創プ
ロジェクト」の着実な推進を支援するなど、意欲ある主
体的な地域づくりを積極的に応援してまいります。

　　　　こうした取組を通じ、県北地域が県全体の発展を牽引
する「活力があり、持続可能な地域」となることをめざし
てまいります。

浅野　　交流人口も定住人口も、その人数を増やすためには、
経済と文化の両面での取組はとても重要だと思います
し、現在、その両方での取組が行なわれていることを
もっと多くの人々に知ってもらうこと、協力してもらう機
運を醸成することも大切だと感じました。特に、昨年から
本格的にスタートした日立市と日立製作所による共創プ
ロジェクトには、最近ますます大きな期待が寄せられて
います。私も積極的に関わっていきたいと思っています
ので、ぜひ連携させて下さい。

浅野　　昨年の総選挙が終わった直後から、国民民主党が掲げ
たいわゆる手取りを増やすための「103万円の壁」の引上
げに、多くのご注目をいただいています。現在（12月時
点）は、自民党及び公明党との政策協議が進んでいる状
況ですが、本施策に対する知事の見解・期待や、手取りを
増やすために、茨城県の行政として取り組んでいる内容
があれば教えてください。

大井川　　「103万円の壁」の引上げについては、手取りを増や
し、「働き控え」の解消を目指そうとするものであり、経
済の好循環を実現する上で、大変重要な論点でありま
す。踏み込んだ議論がなされ、時代の変化に対応した制
度の見直しが進展することを期待しております。

　　　　一方、所得税の非課税枠を103万円から178万円まで
引き上げた場合、例えば、県の個人県民税は約３分の１
の減収に相当する約390億円の減収となるなど、県と県
内市町村全体で約1,220億円の減収が見込まれます。こ
れは、現行の行政サービス水準の維持が困難となる程の
規模ですので、地方財政に影響を及ぼすことがないよ
う、慎重な議論を切に要望いたします。

　　　　私としましても、本県が将来にわたり豊かで経済力の
ある社会を構築していくためには、適切な価格転嫁、賃
金上昇、消費拡大という経済の好循環により本県経済の
成長を確かなものとしていくことが何より重要であると
考えております。

　　　　このため、最低賃金を含めた賃金水準の引上げについ
て、経済団体、労働団体など関係者の皆様に直接働きか
けを行うとともに、産業の収益力を高めるため、利益率
の高い職場を創出するための戦略的な企業誘致や儲かる
農林水産業の実現、海外の力を取り込むための企業の海
外展開支援などを加速しております。

　　　　引続き、持続的な賃上げにより経済が好循環する環境
づくりや、本県産業の収益力の向上に向け、全力で取り
組んでまいります。

浅野　　ありがとうございます。知事がおっしゃるように、103
万円の壁の引き上げは、手取りを増やす以外にも、働き
控えの改善を通じた地方の労働力確保や、消費行動の活
性化による地域経済への影響も期待できるものです。ご
指摘いただいた地方財政への影響にも十分留意しなが
ら、今後の協議に対応したいと思います。

浅野　　最後になりますが、2025年に向けて知事やご自身の抱
負を教えてください。

大井川　　本年は、今まさに右肩上がりの成長を続ける本県が、
持てる潜在能力を更に発揮し、将来にわたる力強い発展
を実現できるよう、本県の変革をリードしていきたいと考
えております。

　　　　このため、引き続き、本県経済の成長を加速させ、
様々な困難にも耐え得る豊かで経済力のある社会を構築
することにより、安心安全につながる生活基盤の充実に
取り組むとともに、人口減少時代には一人ひとりの「人
財」の活躍がより一層重要となりますので、多くの人々を
惹きつけ、多様な人材が活躍する社会の実現に力を入れ
て取り組んでまいります。

　　　　今後も急激な人口減少をはじめ、激動する国際情勢な
ど、未曽有の変化が続いていくことが見込まれますが、
私は、こうした激動の時代こそ、イノベーションにつなが
る様々なチャンスが広がっていると考えております。

　　　　茨城の可能性は無限大ですので、本年も、県民の皆様
とともに、変化を恐れず、一歩踏み出す勇気を持ち、新し
いことに果敢に挑戦していくことで、本県の潜在能力を
更に大きく花開かせ、輝かしい未来を切り拓いていきた
いと考えております。

浅野　　知事のそのポジティブな姿勢と今後のご活動には今年
も期待申し上げます。本日はお忙しい中、お話を聞かせて
いただきありがとうございました。今後ともよろしくお願
いいたします。

人口減少に対する考え方と対策について

先手先手の取組で
大都市圏に次ぐ社会増が定着

「県北活性化」について

県北地域が県全体の発展を
牽引することをめざす

近年の茨城県の変化について語る浅野議員
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　　　　加えて、我が国では「2024年問題」がクローズアップ
され、急激な人口減少に伴う人手不足の影響が様々な場
面で顕在化するなど、私たちを取り巻く社会情勢は急激
に変化しており、乗り越えなければならない課題も山積
しています。
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万円の壁の引き上げは、手取りを増やす以外にも、働き
控えの改善を通じた地方の労働力確保や、消費行動の活
性化による地域経済への影響も期待できるものです。ご
指摘いただいた地方財政への影響にも十分留意しなが
ら、今後の協議に対応したいと思います。

浅野　　最後になりますが、2025年に向けて知事やご自身の抱
負を教えてください。

大井川　　本年は、今まさに右肩上がりの成長を続ける本県が、
持てる潜在能力を更に発揮し、将来にわたる力強い発展
を実現できるよう、本県の変革をリードしていきたいと考
えております。

　　　　このため、引き続き、本県経済の成長を加速させ、
様々な困難にも耐え得る豊かで経済力のある社会を構築
することにより、安心安全につながる生活基盤の充実に
取り組むとともに、人口減少時代には一人ひとりの「人
財」の活躍がより一層重要となりますので、多くの人々を
惹きつけ、多様な人材が活躍する社会の実現に力を入れ
て取り組んでまいります。

　　　　今後も急激な人口減少をはじめ、激動する国際情勢な
ど、未曽有の変化が続いていくことが見込まれますが、
私は、こうした激動の時代こそ、イノベーションにつなが
る様々なチャンスが広がっていると考えております。

　　　　茨城の可能性は無限大ですので、本年も、県民の皆様
とともに、変化を恐れず、一歩踏み出す勇気を持ち、新し
いことに果敢に挑戦していくことで、本県の潜在能力を
更に大きく花開かせ、輝かしい未来を切り拓いていきた
いと考えております。

浅野　　知事のそのポジティブな姿勢と今後のご活動には今年
も期待申し上げます。本日はお忙しい中、お話を聞かせて
いただきありがとうございました。今後ともよろしくお願
いいたします。

「103万円の壁」の引上げについて

地方財政に影響がないよう
慎重な議論を

県北地域の活性化について説明する大井川知事
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浅野衆議院議員（以下、浅野）　2024年は、お正月から能登半
島地震や航空機事故が発生し、試練のスタートとなった
年でした。また、政界では都知事選挙や衆議院総選挙な
どの大型選挙が続き、主要政党の党首も一斉に代替わり
した年でした。また、ドジャース大谷選手の大活躍やトラ
ンプ氏の再選なども記憶に新しい出来事でした。改めて
一年を振り返り、知事としてや私生活で印象的だったこ
とを教えてください。

大井川茨城県知事（以下、大井川）　昨年を振り返りますと、元
日の能登半島地震など大変な年明けとなり、被災地支援

に加え、防災・減災対策の強化にいち早く取り組みまし
た。また、先の衆議院議員総選挙では、国民民主党が躍
進され、我が国の政策運営に変化が生まれるとともに、
トランプ氏が再選した米国大統領選挙は、激動する世界
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　　　　加えて、我が国では「2024年問題」がクローズアップ
され、急激な人口減少に伴う人手不足の影響が様々な場
面で顕在化するなど、私たちを取り巻く社会情勢は急激
に変化しており、乗り越えなければならない課題も山積
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ついて話を聞くと、最近県内に移転してきた企業が多く、
特に製造業が所得を押し上げているそうです。今後、よ
り幅広い業種で賃上げを継続させていけるよう、サプラ
イチェーン全体の適正な価格転嫁や、多重下請け構造の
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人を下回るのではないかとも言われています。一方、近
年の移住ブームの中で、茨城県の世帯数は増加している
傾向にあるようです。県内では自治体毎に人口減少対策
事業が展開されていますが、茨城県としての直近の取り
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２年で70万人割れとなる試算が公表されるなど、憂慮す
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よる結婚支援で、交際件数が２年間で３倍になるなど成
果も上げておりますが、結婚や出産は個人の価値観や人
生観によるものであり、世界各国でも出生率の向上がま
まならないことから、政策による対応には自ずと限界も
あるものと考えております。

　　　　このため、私は、人口の「社会増」の拡大に焦点を当
て、国内外から「茨城に住みたい、住み続けたい」人が大
いに増える「選ばれる茨城」づくりに向けた施策に全力で
取り組んでまいります。

　　　　具体的には、生産性の更なる向上など経済力の強化
や、医療や福祉など社会インフラの充実に取り組むとと
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整備にスピード感を持って取り組むなど、多様な人材の
活躍を促進することにより、人口減少時代を乗り越え、本
県の将来にわたる発展を実現してまいります。
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相談件数が約4,800件と３年連続で増加し、過去最多と
なりました。コロナ禍を経て、地方への移住希望者が増
加している中、「社会増」への挑戦をぜひ結実させて欲し
いと思います。
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考えを教えてください。茨城県として、県北活性化のた
めに行っている施策について伺いたいと思います。知事
は「活力があり、県民が日本一幸せな県」をめざされてい
ますが、「幸せ」の感じ方は個人で異なる為、評価が難し

いとも感じます。知事は、県民にとっての「幸せ」をどの
ように捉えていますか。また、県北活性化に向けた、これ
までの取組み実績や今後の課題なども踏まえて教えてく
ださい。

大井川　　「幸せ」の感じ方は個人の価値観によりますが、本県で
は「県民が未来に希望を持ち、自身のなりたい自分像に
向けて挑戦し続けられる」ことを「幸せ」と捉え、県民一
人ひとりの「幸せ」を実現できる環境の整備・充実に取り
組んでおります。

　　　　中でも、県北地域の活性化に向け、「仕事づくり、にぎ
わいづくり、人づくり」を柱に、県民の皆様の意欲ある挑
戦を積極的に後押ししております。

　　　　その結果、成長分野への進出を目指す企業連携体の年
間受注額は３年間で５倍に、付加価値の高い有機農業の
モデル団地は４年間で５倍に拡大したほか、「常陸国ロン
グトレイル」の来訪者は去る10月末時点で2023年度を
上回る４万８千人となるなど交流人口が拡大するととも
に、起業・複業型地域おこし協力隊員28名の起業が実現
し、うち任期が終了した７名全員が県北地域に定住して
おります。

　　　　今後も、人口減少や少子高齢化の更なる進展が見込ま
れますが、県北地域の強みを最大限に活かし、他地域と
の差別化を図りながら、ものづくり企業の販路開拓支援
や茨城港日立港区の脱炭素化による競争力強化、儲かる
農林水産業の実現、国内外からの誘客促進などに力を入
れてまいります。

　　　　併せて、日立製作所と日立市との協働による「共創プ
ロジェクト」の着実な推進を支援するなど、意欲ある主
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経済と文化の両面での取組はとても重要だと思います
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もっと多くの人々に知ってもらうこと、協力してもらう機
運を醸成することも大切だと感じました。特に、昨年から
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内市町村全体で約1,220億円の減収が見込まれます。こ
れは、現行の行政サービス水準の維持が困難となる程の
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